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1 総
療育相談事
業

療育相談室の管理・
運営

療育相
談室利
用者

政
策

療育相談事
業の充実

14,119

適切に事業を行って
いる。ニーズもあり
今後も継続の必要が
ある

Ａ 16,789 3 療育相談事業 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

1
療育相談事
業

こどもセン
ターの施設管
理

雇用人数、契
約件数

雇用８人
契約4件

雇用８人
契約4件

14,094
こどもセン
ターの施設管
理

雇用人数、契
約件数

雇用９人
契約4件

16,689 3 療育相談事業 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22
職員の時間外勤務の
削減のため、再任用
職員の活用の検討

増
や
す

1
療育相談事
業

児童の療育相
談

相談件数
年1900
件

年2590
件

児童の療育相
談

相談件数
年2500
件 3 療育相談事業 済

必
要

不
可

不
可

無 有り 22

人員の増加：相談員
（正規保育士）・心
理職(非常勤嘱託
員）

増
や
す

1
療育相談事
業

発達障害等の
知識啓発のた
めの催し等の
実施

実施回数 年１回 年1回 25

発達障害等の
知識啓発のた
めの催し等の
実施

実施回数 年５回 100 3 療育相談事業 済
必
要

不
可

可 無 なし 維持

701 総

療育研修事
業(協働推進
事業・行政
提案型）

療育相談の研修
療育相
談室利
用者

政
策

269

目標どおり、年2回
の講演会を実施し、
予定人数以上の参加
を得た。

Ａ

701

療育研修事
業(協働推進
事業・行政
提案型）

発達障害等の
知識啓発のた
めの催し等の
実施

実施回数 年２回 年２回 269

3 総
家庭児童相
談事業

家庭における適正な
児童養育、家庭児童
福祉の向上を図るた
め、家庭児童相談員
による相談指導を行
う。

児童を
養育し
ている

者

政
策

家庭児童相
談室の充実

6,567
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 10,027 2 未 高 高 高
現状維

持

増
や
す

3
家庭児童相
談事業

家庭児童相談
室開所

開所日数 週５日 週５日 6,567
家庭児童相談
室開所

開所日数 週５日 10,027 2
家庭児童相談
事業

済
必
要

不
可

不
可

無
増
や
す

4 総

待機児童解
消のための
民間保育園
整備拡充

待機児童解消や保護
者の多様なニーズに
対応するため老朽化
した民間保育園の定
員増に伴う建て替え
の支援を行う

乳幼児
保護者

政
策

待機児童解
消等のため
の公立・民
間保育園の
整備拡充

待機児童解
消等のため
の民間保育
園の整備拡
充

170,482

適切に事務を行って
いる。大きなニーズ
があり、今後も継続
的な取り組みが必要

Ａ 122,180 5

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

4

待機児童解
消のための
民間保育園
整備拡充

民間保育所建
て替え等のた
めの国及び県
への事務手続
き

手続き期限
平成２０
年１０月

平成２１
年３月

民間保育園建
て替え等のた
めの県・社会
福祉法人等と
の調整事務

手続き期限
平成２２
年３月

5

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

4

待機児童解
消のための
民間保育園
整備拡充

国に対する次
世代育成支援
対策施設整備
交付金の交付
事務

交付手続件数 １件 １件

4

待機児童解
消のための
民間保育園
整備拡充

社会福祉法人
の設置する民
間保育園の増
改築、建て替
え等に対する
補助事務

補助施設 １施設 １施設 170,482

社会福祉法人
の設置する民
間保育園の増
改築、建て替
え等に対する
補助事務

補助施設 １施設 122,180 5

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

4

待機児童解
消のための
民間保育園
整備拡充

安心こども交
付金事業費補
助金の交付事
務

交付手続件数 １件 5

待機児童解消
のための民間
保育園整備拡
充

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

5 総
公立保育園
の計画策定

保育ニーズに対応す
る公設民営保育園の
基本設計を行う

乳幼児
保護者

政
策

待機児童解
消等のため
の公立・民
間保育園の
整備拡充

待機児童解
消等のため
の公立保育
園の整備拡
充

8,160 8
公設民営保育
園の計画策定

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

5
公立保育園
の計画策定

旧図書館跡地
保育園基本設
計

基本設計検討
会

年４回 8,160 8
公設民営保育
園の計画策定

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

子育て支援課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

子育て支援課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

子育て支援課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

子育て支援課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

702 総
保育園公設
民営化

安心して子どもを生
み育てるための、子
育て環境の整備・拡
充を図る

乳幼児
保護者

政
策

待機児童解
消等のため
の公立保育
園の整備拡
充

公立保育園の位置づ
け、今後の方向性を
打ち出した。

Ａ

702
保育園公設
民営化

公立保育園の
在り方検討会
開催

開催回数 年４回 年７回

6 総

公立保育園
の地域の子
育て支援施
策の策定

公立保育園が地域の
拠点として子どもと
保護者に質の高い保
育サービスを提供す
るため施策を策定す
る

子ども
保護者

政
策 4

公立保育園の
地域の子育て
支援施策の検
討

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

6

公立保育園
の地域の子
育て支援施
策の策定

支援施策の検
討・策定

検討会 年４回 4

公立保育園の
地域の子育て
支援施策の検
討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

7 総
ﾁｬｲﾙﾄﾞｼｰﾄ購
入補助金

子育て支援の一環と
して、保護者の経済
的負担の軽減を図
る。

養育者
政
策

1,472
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,300 未 高 高 低
休・廃

止
有り

予算
なし

7
ﾁｬｲﾙﾄﾞｼｰﾄ購
入補助金

幼児用補助装
置の購入費用
の一部補助

補助件数 年230件 年270件 1,472
幼児用補助装
置の購入費用
の一部補助

補助件数
年２００
件

1,300 可
必
要

不
可

不
可

無 有り 22 廃止
予算
なし

8 総

次世代育成
支援対策行
動計画進行
管理

子育て支援施策の推
進により安心して子
育てのできる環境づ
くりを目指す

子育て
家庭

義
務

次世代育成
支援対策行
動計画後期
計画の策定

次世代育成
支援対策行
動計画後期
計画の策定

3,236
適正に事務を行い、
成果が出ている Ａ 5,458 6

次世代育成支
援対策行動計
画策定

現状維
持

なし 維持

8

次世代育成
支援対策行
動計画進行
管理

次世代育成支
援対策協議会
の開催

開催回数 年８回 年７回 518
次世代育成支
援対策協議会
の開催

開催回数 年８回 1,222 6
次世代育成支
援対策行動計
画策定

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8

次世代育成
支援対策行
動計画進行
管理

次世代育成支
援対策協議会
会議録作成

作成回数 年８回 年７回 218

8

次世代育成
支援対策行
動計画進行
管理

次世代育成支
援対策行動計
画推進会議

開催回数 年３回 年１回
次世代育成支
援対策行動計
画推進会議

開催回数 年３回 6
次世代育成支
援対策行動計
画策定

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

8

次世代育成
支援対策行
動計画進行
管理

後期計画策定
に向けて
20：意向調査
21：計画策定

ニーズ調査実
施予定時期

平成2０
年12月

平成2０
年12月

2,500 後期計画策定 策定時期
平成２２
年３月

4,236 6
次世代育成支
援対策行動計
画策定

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

8

次世代育成
支援対策行
動計画進行
管理

次世代育成支
援対策交付金
及び地域子育
て支援拠点事
業費補助金の
交付事務

交付申請件数 各１件 各１件

次世代育成支
援対策交付金
及び地域子育
て支援拠点事
業費補助金の
交付事務

交付申請件数 各１件
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

9 総
次世代育成
支援フォー
ラム

次世代育成支援対策
行動計画の周知を図
り、安心して子育て
のできる環境づくり
を目指す

子育て
家庭

政
策

30
適正に事務を行い、
成果を出している Ａ 60 未 高 高 高

現状維
持

なし 維持

9
次世代育成
支援フォー
ラム

次世代育成支
援フォーラム
開催

開催時期
平成２０
年１１月

平成２０
年１２月

30
次世代育成支
援フォーラム
開催

開催時期
平成２１
年１１月

60
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

9
次世代育成
支援フォー
ラム

次世代育成支
援フォーラム
開催のための
検討会議

開催回数 年３回 年３回

次世代育成支
援フォーラム
開催のための
検討会議

開催回数 年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

10 総
子育て支援
の推進

子育てに関する情報
を幅広くまとめ、子
育てに係る家庭の利
便性を図る

子育て
家庭

政
策

適正に事務を行って
おり、市民のニーズ
に対する成果が見込
める

Ａ 1,029 1
子育てを地域
で支えるため
の施策の検討

未 高 高 高
現状維

持
なし 維持
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事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

子育て支援課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

子育て支援課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

10
子育て支援
の推進

子育てガイド
ブック改訂版
作成について
の検討

民間業者との
協働による作
成方法を検討

平成２０
年９月

平成２０
年９月

子育てガイド
ブック改訂版
作成

子育てガイド
ブック作成

平成２２
年３月

1,029
不
可

必
要

済
不
可

無 有り 22
民間業者との協働に
よる発行の検討

維持

10
子育て支援
の推進

茅ヶ崎市にお
ける子育て支
援のあり方の
検討

検討期限
平成２０
年９月

平成２０
年９月

子育てを地域
で支える施策
の検討

検討期限
平成２２
年３月 1

子育てを地域
で支えるため
の施策の検討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

11 総
総合的・中
核的拠点づ
くり

あらゆる角度から子
育てを支援するため
の用途・機能を有し
た施設を整備するこ
とにより子育て環境
の充実を図る

子育て
家庭

政
策

子育て支援
総合的・中
核的拠点施
設整備の検
討

子育て支援
総合的・中
核的拠点施
設整備の検
討

現時点では、まだ成
果は出ていないが、
今後成果が見込める

Ｂ 7
総合的・中核
的拠点づくり

未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

11
総合的・中
核的拠点づ
くり

子育て支援の
あり方の検討
をふまえ各課
と連携し検討

検討期限
平成２１
年３月

平成２１
年３月

施設再編計画
に合わせて、
さらに詳細を
検討

検討期限
平成２２
年３月 7

総合的・中核
的拠点づくり

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

12 総
子育て短期
支援事業

事情により家庭にお
ける児童の養育が困
難なとき児童養護施
設で一時的に養育を
行い、保護者の負担
を軽減する

子育て
家庭

政
策

保育サービ
スの充実

3,616
適正に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 3,825 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

12
子育て短期
支援事業

子どもショー
トスティ事業
の実施

利用可能日数
(ショートステ
イ)

年 365
日

年 365
日

3,051
ショートス
ティ事業の実
施

利用可能日数
(ショートス
テイ)

年 365
日

2,263
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

12
子育て短期
支援事業

子どもトワイ
ライトスティ
事業の実施

利用可能日数
(トワイライト
スティ)

年 243
日

年 243
日

565
トワイライト
スティ事業の
実施

利用可能日数
(トワイライ
トスティ)

年 241
日

1,562
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

13 総
育児支援家
庭訪問事業

子どもに対して問題
等を抱える家庭等に
育児に関する援助や
指導などを行う

子育て
家庭

政
策

育児支援家
庭訪問事業

1,498 未 高 高 高
現状維

持
なし 維持

13
育児支援家
庭訪問事業

育児支援家庭
訪問事業の実
施

家事・育児訪
問時間

年２００
時間

1,348
不
可

必
要

可 済 無 有り 民間活用が可能 維持

13
育児支援家
庭訪問事業

育児支援家庭
訪問事業の実
施

保健師による
訪問時間

年２４０
時間

150
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

14 総
保育サービ
スの拡充

多様化する子育て
ニーズに対応するた
め保育サービスの充
実を図る

子育て
家庭

政
策

保育サービ
スの充実

育児支援家
庭訪問事業

適切な事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予算
なし

14
保育サービ
スの拡充

病後児保育事
業の検討

関係機関協議
回数

年３回 年１回
病後児保育事
業の検討

関係機関協議
回数

年３回
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

14
保育サービ
スの拡充

こんにちは赤
ちゃん事業・
育児支援家庭
訪問事業の検
討

関係課・関係
機関協議回数

年３回 年６回

14
保育サービ
スの拡充

休日保育の検
証

事業検討協議
回数

年３回 年３回

15 総
助産施設事
業

経済的理由により、
入院助産を受けるこ
とができない妊産婦
に、助産施設で助産
を受けさせることを
行う。

妊産婦
義
務

1,253
適切な事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 1,080
現状維

持
なし 維持
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③
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③
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事業名

活動量・サービス量の達成状況

15
助産施設事
業

入院助産の実
施

実施日数
延べ年
２４日

延べ年
３８日

1,253
入院助産の実
施

実施日数
延べ年
２８日

1,080
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

16 総
児童手当支
給事業

児童を養育している
子育て家庭における
生活の安定並びに児
童の健全な育成及び
資質の向上を図るこ
とを行う。

児童を
養育し
ている

者

義
務

1,604,777
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 1,621,621 9

児童手当支給
事業
児童扶養手当
支給事業

現状維
持

なし 維持

16
児童手当支
給事業

手当の支給 支給回数 年３回 年３回 1,604,777 手当の支給 支給回数 年３回 1,621,621 9

児童手当支給
事業
児童扶養手当
支給事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17 総
児童扶養手
当支給事業

父母の離婚や父の死
亡などの児童に手当
を支給し、母子家庭
等の生活の安定を図
り、自立の支援を行
う。

母子家
庭等で
児童を
養育し
ている

者

義
務

517,076
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 542,150 9

児童手当支給
事業
児童扶養手当
支給事業

現状維
持

なし 維持

17
児童扶養手
当支給事業

手当の支給 支給回数 年３回 年３回 508,434 手当の支給 支給回数 年３回 542,150 9

児童手当支給
事業
児童扶養手当
支給事業

済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

17
児童扶養手
当支給事業

改正に伴うシ
ステム修正

改修作業
平成２０
年１２月

平成２０
年１２月

8,642

18 総
特別児童扶
養手当支給
事業

障害の状態にある２
０歳未満の児童につ
いて、児童福祉の増
進を図ることを目的
として手当の支給を
行う。

障害状
態の児
童の父
や母、
養育者

義
務

適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 現状維
持

なし
予算
なし

18
特別児童扶
養手当支給
事業

経由事務 支給対象者 ２４１人 ２４４人 経由事務 支給対象者 ２３９人
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
予算
なし

19 総
母子生活支
援施設事業

保護者が配偶者のな
い女子等で、その監
護すべき児童の福祉
に欠ける場合、母子
生活支援施設で保護
を行う。

子が福
祉に欠
ける配
偶者の
ない母

親

義
務

0

母子生活支援施設の
入所相談を年数回受
ける。Ｈ21年3途
中に1ケース入所。
措置費は来年度発
生。

Ａ 2,845
現状維

持
なし 維持

19
母子生活支
援施設事業

保護の実施 保護世帯数 年１世帯 年１世帯 0 保護の実施 保護世帯数 年１世帯 2,845
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

20 総
母子福祉管
理事務

母子・寡婦の福祉の
向上を図るため行
う。

母子・
寡婦家
庭等

義
務

2,588
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 3,130
現状維

持
なし 維持

20
母子福祉管
理事務

自立支援相談
の実施

相談日数 年245日 年242日 2,588
自立支援相談
の実施

相談日数
年24３
日

3,130 済
必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

21 総
母子父子家
庭親子ふれ
あい事業

母子・父子家庭の家
族内の親睦を図るた
め行う。

母子・
父子家
庭等

政
策

1,060
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 1,060 未 高 高 高 拡大 有り
増
や
す

21
母子父子家
庭親子ふれ
あい事業

ふれあい大会
の開催

開催回数 年１回 年１回 1,060
ふれあい大会
の開催

開催回数 年１回 1,060
不
可

必
要

済
不
可

無 有り 22

申込者の約半数が参
加できない状況のた
め、ほぼ全員が参加
できるように拡大す
る

増
や
す
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22 総
母子家庭等
日常生活支
援事業

母子家庭等で日常生
活に支障が生じると
きに、日常生活の世
話を行う家庭生活支
援員の派遣を行う。

母子・
寡婦家
庭等

義
務

120

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める

Ｃ 1,248
現状維

持
なし 維持

22
母子家庭等
日常生活支
援事業

家庭生活支援
員の派遣

派遣時間
年400時
間

年119時
間

120
家庭生活支援
員の派遣

派遣時間
年400時
間

1,248
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

23 総
母子家庭高
等技能訓練
促進費事業

母子家庭の生活の安
定に資するため、資
格取得の促進を行
う。

母子・
寡婦家
庭等

義
務

77
適切に事務を行って
おり、成果がでてい
る

Ａ 1,286
現状維

持
なし 維持

23
母子家庭高
等技能訓練
促進費事業

資格習得相談
の実施

事前相談者数 年30人 年29人 77
資格習得相談
の実施

受講者数 年１人 1,286
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

24 総

母子家庭自
立支援教育
訓練給付金
事業

母子家庭の母が自主
的に行う職業能力の
開発を推進するた
め、指定した講座修
了後給付を行う。

母子・
寡婦家
庭等

義
務

189

市民ニーズはあり、
制度の積極的な周知
により、今後成果が
見込める

Ｂ 612
現状維

持
なし 維持

24

母子家庭自
立支援教育
訓練給付金
事業

教育訓練講座
受講相談の実
施

事前相談者数 年45人 年33人 189
教育訓練講座
受講相談の実
施

受講者数 年５人 612
不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25 総
地域児童福
祉推進事業

地域で自主的に子育
て家庭支援に取り組
む団体及び集団保育
を行う団体に助成を
行う。

集団保
育を行
う団体

等

政
策

1,654
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 1,702 1
子育てを地域
で支えるため
の施策の検討

未 高 高 高 拡大 なし
増
や
す

25
地域児童福
祉推進事業

保育団体育成
の実施

育成団体数
年30団
体

年28団
体

1,654
保育団体育成
の実施

育成団体数
年30団
体

1,672 1
子育てを地域
で支えるため
の施策の検討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし 維持

25
地域児童福
祉推進事業

子育て支援家
庭講演会

開催回数 年1回 30 1
子育てを地域
で支えるため
の施策の検討

不
可

必
要

不
可

不
可

無 なし
増
や
す

26 総

茅ヶ崎駅北
口子育て支
援センター
事業

茅ヶ崎駅北口子育て
支援センターにおけ
る育児相談・子育て
家庭交流の場の提供
等を行う。

子育て
家庭

政
策

16,478
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 17,066 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

26

茅ヶ崎駅北
口子育て支
援センター
事業

子育てアドバ
イザー育児相
談・子育て家
庭交流の場の
提供・子育て
情報の提供

利用者数
年
17000
人

年
16962
人

16,478

子育てアドバ
イザー育児相
談・子育て家
庭交流の場の
提供・子育て
情報の提供

利用者数
年
16000
人

17,066
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

26

茅ヶ崎駅北
口子育て支
援センター
事業

茅ヶ崎駅北口
子育て支援セ
ンター運営管
理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間150
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
職員の時間外勤務の
縮減のため、再任用
職員等の活用の検討

27 総

茅ヶ崎駅南
口子育て支
援センター
事業

茅ヶ崎駅南口子育て
支援センターにおけ
る育児相談・子育て
家庭交流の場の提供
等を行う。

子育て
家庭

政
策

12,488
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 12,963 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

27

茅ヶ崎駅南
口子育て支
援センター
事業

子育てアドバ
イザー育児相
談・子育て家
庭交流の場の
提供・子育て
情報の提供

利用者数
年
12000
人

年
10754
人

12,488

子育てアドバ
イザー育児相
談・子育て家
庭交流の場の
提供・子育て
情報の提供

利用者数
年
11000
人

12,963
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持



業務棚卸評価シート（平成２１年度版） 6/6

第４次 第５次

2,385,812 2,385,812 2,406,117 2,406,117

事務事業の目的に対
する成果の状況

今後の事業展開

子育て支援課

改善
時期
（年
度）

手法の
変更の
有無

事後評価

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

子育て支援課

事業の改善提案

④
市
民
協
働

③
成
果

事業の
方向性

改善の内容

⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

20年度
の取組
に対す
る分析

①
目
的
達
成

活動ごとの
予算額

活動量・サービス量

予算内訳（千円）

活動
優先
順位

重点事業
の名称

21年度業務計画に
おける課の重点事業

必要性

②
直
営
の

必
要
性

②
ニ
ー
ズ

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

活動指標の名称

①
人
件
費
減

実施計画

課かい名

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

基礎情報

事務事業の
目的・成果

対
象
（
顧
客
）

事
業
区
分

目標値

活動

平成２０年度評価
平成２１年度計画

目標値

実績

活動ごとの
決算額

活動

実績値

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

活動指標の名称

事務事業

実施計画
事業名

活動

決算内訳（千円）

実施計画
事業名

活動量・サービス量の達成状況

27

茅ヶ崎駅南
口子育て支
援センター
事業

茅ヶ崎駅南口
子育て支援セ
ンター運営管
理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間230
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
職員の時間外勤務の
縮減のため、再任用
職員等の活用の検討

28 総
浜竹子育て
支援セン
ター事業

浜竹子育て支援セン
ターにおける育児相
談・子育て家庭交流
の場の提供等を行
う。

子育て
家庭

政
策

11,733
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 12,207 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

28
浜竹子育て
支援セン
ター事業

子育てアドバ
イザー育児相
談・子育て家
庭交流の場の
提供・子育て
情報の提供・
子育て講座開
催

利用者数
年
12000
人

年
12477
人

11,733

子育てアドバ
イザー育児相
談・子育て家
庭交流の場の
提供・子育て
情報の提供・
子育て講座開
催

利用者数
年
11000
人

12,207
不
可

必
要

可 済 無 なし 維持

28
浜竹子育て
支援セン
ター事業

浜竹子育て支
援センター運
営管理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間130
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
職員の時間外勤務の
縮減のため、再任用
職員等の活用の検討

29 総
ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾ
ﾝﾀ-事業

子どもを預け、預か
る相互援助活動によ
り、余裕を持った子
育てができるよう育
児支援を行う。

子育て
家庭

政
策

16,528
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る

Ａ 16,821 未 高 高 高
現状維

持
有り 維持

29
ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾ
ﾝﾀ-事業

子どもを預け
たい人と預か
ることができ
る人が会員と
なり、アドバ
イザーの調整
により子ども
を預かり合う
相互援助活動

活動件数
年8000
件

年7280
件

16,528

子どもを預け
たい人と預か
ることができ
る人が会員と
なり、アドバ
イザーの調整
により子ども
を預かり合う
相互援助活動

活動件数
年7500
件

16,821
不
可

必
要

済
不
可

無 なし 維持

29
ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾ
ﾝﾀ-事業

ﾌｧﾐﾘ-ｻﾎﾟ-ﾄｾﾝﾀ
-運営管理事務

財務会計事務
及び各種契約
事務

年間110
件

可
必
要

不
可

不
可

無 有り 23
職員の時間外勤務の
縮減のため、再任用
職員等の活用の検討


